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前職の特例子会社におい
て、障害者雇用を継続的
に実施していくための体
制整備を実施した。

20 9 13

現職において、企業が組
織として障害者雇用を推
進していくための体制整
備に向けた助言を実施し
た。

具体的な一連の雇用管理に関する援助の業務または実務の経験

前職の特例子会社におい
て、障害者の方にお任せ
する業務を選定し、親会
社から切り出す形で創出
した。

現職において、企業全体
の状況を俯瞰したうえで
受け入れ部門等の検討を
行い、企業内における職
務の選定の支援を実施し
た。

顧客企業の業務創出状況
のヒアリングを実施し、
他社事例を交えながら配
属部門や任せる業務につ
いて助言を行った。

前職の特例子会社におい
て、働く上で必要な合理
的配慮等について現場の
職員の理解促進を行っ
た。

現職において、障害者雇
用のメリット等につい
て、障害者を配属する現
場の社員への説明の支援
を行った。

当社サービス経由で就職
される障害者の方がいる
場合、配属部門の社員に
向けて障害特性や配慮事
項の説明を行った。

企業経営層も参加可能な
形で、障害者雇用促進法
の趣旨や概要に関する説
明会を実施した。

現職において、企業の経
営陣に対して、ノーマラ
イゼーションの観点から
企業に求められている責
任等について理解促進を
行った。

現職において、企業の経
営方針などを踏まえ、障
害者雇用を通じた経営改
善について提案を行っ
た。また前職の特例子会
社においても経営陣への
制度理解促進を行い会社
設立に関わった。

採用に向けた体制整備に
向けて、他社事例も交え
ながら助言を行った。

前職において、入社した
障害者の方と定着に向け
た定期面談や業務支援を
実施した。

現職において、入社者向
けのアンケートを実施
し、介入が必要な場合は
職場との連絡調整を行っ
た。

採用後の職場定着を目的
に入社者と定期的な連絡
を取り、職場との面談調
整や意思伝達の支援を
行った。

前職の特例子会社におい
て、障害者を支援する者
の配置を通じて支援体制
を整備した。

現職において、労働者の
障害の特性に配慮した施
設の整備等について助言
を実施した。

配慮の上で必要な設備の
導入にあたり助言を行っ
た。

前職において求職者の母
集団形成のため周辺支援
機関との関係構築を行
い、支援機関やハロー
ワークへの求人申し込み
を行った。

現職において、応募状況
に応じた条件の見直しや
書類選考の代行等を通じ
た採用活動の支援を実施
した。

当社側での求人作成や求
職者のご紹介、必要に応
じて面接時の同席を行う
等の支援を通じた採用活
動の支援を行った。

前職において、④で切り
出した業務を踏まえ、採
用する人物像の整理の支
援を行った。

現職において、企業の求
めるスキルや経験等の整
理を通じて雇用方針の策
定の支援を行った。

④の職務内容や可能な配
慮を踏まえ採用する人物
像の具体化と採用スケ
ジュールの策定について
助言を行った。

※事業運営責任者または事業実施者を複数名登録する場合は、２名以降の経験については別紙へ記載
してください。
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事業実施者の経験事業運営責任者の経験

【過去３年間における実績】
　●援助の件数
・6591件の求人作成を支援。
・「障害者雇用促進法の概要」や「障害者雇用における適切な社内理解と業務設計の進め方」等に関
するセミナーを計16回実施。

　●支援業種
メーカー、電気・ガス・熱供給・水道業、金融業、電気通信サービス業、その他のサービス業、専門
コンサルティング、陸運業、商社、物流・倉庫、建設業、不動産業、保険業等

　●具体的な支援内容
（採用検討前）
障害者雇用促進法の趣旨や概要に関する説明会を実施し、障害者雇用に対する理解促進を実施。
（採用検討中）
企業における障害者雇用の実施状況をヒアリングしつつ、他社事例を交えながら配属部門や任せる業
務について助言を実施。職務内容や可能な配慮を踏まえ採用する人物像の具体化と採用スケジュール
の策定についても助言を実施。当社側での求人作成や求職者のご紹介、必要に応じて面接時の同席を
行う等の支援を通じた採用活動の支援を行った。
（採用決定後）
配慮の上で必要な設備の導入にあたり助言を実施。また、配属部門の社員に向けて障害特性や配慮事
項の説明を行った。
（入社後）
採用後の職場定着を目的に入社者と定期的な連絡を取り、職場との面談調整や意思伝達の支援を行っ
た。

※（表面）1で、「対象障害者の一連の雇用管理に関する援助の業務についての実績を有する法人」
を選択した場合は、下記の各項目について記載してください。

採用後の雇用管理
や職場定着等

障
害
者
の
一
連
の
雇
用
管
理
の
援
助
に
関
す
る
業
務
又
は
実
務
の
具
体
的
な
経
験

障害種別の経験

社内の支援体制等
の環境整備

求人の申込みに向
けた準備など募集
や採用活動の準備

採用・雇用計画の
策定

法人としての経験

当該事業所内にお
ける職務の創出・
選定

社内での障害者雇
用の理解促進

障害者雇用推進体
制の構築

経営陣の理解促進


